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全日本年金者組合中央本部
年 金 相 談　室

あけましておめでとうございます。

年末、年始の「年越し派遣村」の開村式に参加しました。

考え方の違いを乗り越えて集まった団体・個人の顔ぶれを見て、「日本の開村式」になるかもしれ

ないという期待と、共闘を大切にしたいという思いで胸が熱くなりました。

年金相談室は、掲げ続けてきた次のスローガンを今年も掲げてがんばります。皆様とご一緒に。

	＊　後期高齢者医療制度をただちに廃止せよ、安心できる医療制度をつくれ
＊　国は「宙に浮いた・消えた年金記録で一人の被害者も出さない」という約束を最後まで守れ＊　当面　加入＊　期間１０年で年金を支給せよ
· 全額国庫負担による最低保障年金制度をつくれ


質問にお答えします。

Ｑ，私には、「ねんきん特別便」が届きません。送付されない場合もあるのですか。

Ａ,　「ねんきん特別便」は、２００８年１０月までに、受給者３,０００万人、加入者７,０００万人、計１億人

すべてに送られましたが、２７８万通が届かず、社会保険庁に返送されています。

あなたは、ここ数年の間に、転居していませんか。

すぐに社会保険事務所に申し出て受け取ることが出来ます。

受け取ったらすぐ内容を点検してください。

分かりにくい通知書ですから、周りの人の力も借りて、がんばってください。

「納得いくまで、あきらめない」で行動してください。

Ｑ，派遣の人たちの年金はどうなっているのですか。心配です。

Ａ，厚生年金・健康保険は、正規の労働時間・労働日数の３/４程度働くと、加入しなければならない

ことになっています。

派遣の人達の社会保険加入の実態、特に短期の派遣の人達の加入の実態は大変なことになっ

ています。将来の無年金者・低年金者になると憂慮され、パートの人達の加入問題と共に公的年金

制度の見直しと再構築を急ぐ必要があります。

「全額国庫負担の最低保障年金制度」は、派遣の人達にも切実な要求であるといえます。

Ｑ，年金記録を訂正し、年金額の訂正の通知も受けました。さらに訂正してもらいたいのですが
Ａ，新たに思い出したり、新しい証拠が出てきた場合には、何度でも社会保険事務所に申し出てくだ

さい。「納得いくまで、あきらめない」でがんばってください。

Ｑ，第三者委員会で認めてもらえませんでした。納得できません。どうしたらよいでしょうか。

Ａ，第三者委員会へも、新しい事実・証拠があれば、何度でも申し出ることが出来ます。

「主張し忘れたことはないか」「出さなかった文書などはないか」、もう一度振り返ってみてください。

　第三者委員会には、「第三者委員会は、何のために作られたのか」という初心に戻って欲しいと

要求したいところです。

最終的には、裁判にするかということになります。

Ｑ，年金記録の訂正は、いつまでという期限はあるのですか。

Ａ，「年金記録問題で、１人の犠牲者も出さない」と約束したのですから、当然いつまでという期限は

ありません。

　「宙に浮いた・消えた・消された年金記録問題」の解決は、これからが本番です。

「社会保険庁」を解体し、「日本年金機構」を来年１月１日に発足させるというのが、国の計画です。

人を減らし、外注の多い「日本年金機構」が、年金記録問題を解決できるのか、疑問です。

　

Ｑ，基礎年金の国庫負担割合・１/２引き上げは決まったのですか。財源は？

Ａ，基礎年金の１/２国庫負担は決まりました。次期通常国会に関連法案が提出される予定です。

　　財源は、「平成２２年度までの臨時的・特例的な対応として、財政投融資特別会計の金利変動

準備金を活用し、財源とする」としています。国庫負担は、厚生年金・国民年金・福祉年金の合計

で、９兆８５９３億円となります。

Ｑ，０９年４月からの年金額はどうなるのですか。
Ａ，物価が上がっても、このままでは年金は上がりません。

年金額は、物価スライド・賃金スライド・マクロ経済スライドの組み合わせで、複雑に変わります。

　この仕組みを「物価は上がっても賃金が上がらない」という現状に当てはめると、物価がいくら上

がっても物価スライドは無く、低い方の賃金スライドが適用されます。

賃金の上昇が０ならば、年金額は上がりません。

マクロ経済スライドは、年金額が上がるときに発動されるので今回のようなケースには適用されま

せん。

「物価が上がり、賃金は上がらない」とき、年金の実質価値は下がり、受給者の購買力は下がり続

けます。

年金受給者にとって、「物価上昇に見合う年金の引き上げ」は、緊急の課題です。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

年金者組合では、組合員はもちろん、組合員以外の方からの年金相談を歓迎します。
全県に県本部があり、支部があり、さらに中央本部があります。ご相談ください。

　企業年金コーナーもあります。ご愛読ください。

中央本部・年金相談室から

＊　年金相談日は、毎週、火曜日と木曜日、午前１１時から午後４時まで

電話・ＦＡＸ・手紙・メールなどで、相談・意見・質問なんでもお寄せください。

電話：０３－５９７８－２７５１　　ＦＡＸ：０３－５９７８－２７７７　メール aae41550@pop21.odn.ne.jp
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